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中国電力株式会社島根原子力発電所１号炉に係る 

廃止措置計画変更認可申請書に関する審査書 

 

原規規発第 2009243 号 

令和２年９月２４日 

原 子 力 規 制 庁 

 

１．本審査書の位置付け 

本審査書は、核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和３２年

法律第１６６号。以下「法」という。）第４３条の３の３４第３項において準用する

法第１２条の６第３項の規定に基づいて、中国電力株式会社（以下「申請者」とい

う。）が提出した「島根原子力発電所１号炉廃止措置計画変更認可申請書」（令和２年

６月２日付け電放安第２０号をもって申請、令和２年８月３１日付け電放安第４５

号をもって一部補正。以下「申請書」という。）の内容が、法第４３条の３の３４第

３項において準用する法第１２条の６第４項の規定に基づく実用発電用原子炉の設

置、運転等に関する規則（昭和５３年通商産業省令第７７号。以下「実用炉規則」と

いう。）第１１９条各号に規定する廃止措置計画の認可の基準に適合しているかどう

かを審査した結果を取りまとめたものである。 

 

２．申請の概要 

原子力利用における安全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉

の規制に関する法律等の一部を改正する法律（平成２９年法律第１５号）の施行に

伴い、並びに核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律の規定に基づ

き、及び同法を実施するため、令和２年１月２３日付けで実用炉規則の一部の改正

が行われた。これにより、申請書の本文記載事項として実用炉規則第１１６条第１

項第６号（性能維持施設）、第７号（性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその

性能並びにその性能を維持すべき期間）及び第１２号（廃止措置に係る品質マネジ

メントシステム）が追加され、関連する添付書類も追加された（同条第２項第６号

（性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関する説明書）及

び第９号（廃止措置に係る品質マネジメントシステムに関する説明書））。 

本申請は、これらの改正に伴い廃止措置計画の記述の変更及び記述の追加を行お

うとするものである。 

 

３．審査の内容 

本件審査に当たっては、本申請が、法第４３条の３の３４第３項において準用す

る法第１２条の６第４項の規定に基づく実用炉規則第１１９条各号に規定する廃止

措置計画の認可の基準に適合することを確認するため、発電用原子炉施設及び試験
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研究用等原子炉施設の廃止措置計画の審査基準（原管廃発第１３１１２７１６号（平

成２５年１１月２７日原子力規制委員会決定）。以下「審査基準」という。）に基づき、

審査した。主な内容を以下に記載する。 

 

３－１．申請書記載事項に対する審査の内容 

以下では、実用炉規則第１１６条第１項各号について審査基準への適合性を説明

する。 

（１）第６号（性能維持施設） 

第６号については、審査基準において、廃止措置期間中に性能を維持すべき施設

として、公衆及び放射線業務従事者の受ける線量の抑制又は低減の観点から、以下

を示すことを要求している。 

① 廃止措置期間中に性能を維持すべき施設（以下「性能維持施設」という。）が廃

止措置期間を見通した廃止措置の段階ごとに適切に設定されており、性能維持施

設を維持管理するための基本的な考え方が示されていること 

② ①に基づき選定された具体的な設備が施設区分ごとに示されていること 

 

原子力規制委員会原子力規制庁（以下「規制庁」という。）は、以下の事項を確認

したことから、審査基準に適合するものと判断した。 

① 性能維持施設を維持管理するための基本的な考え方については、平成２９年４

月１９日付け原規規発第１７０４１９１２号で認可した島根原子力発電所１号

炉の廃止措置計画認可申請書（以下「既認可申請書」という。）の添付書類六「廃

止措置期間中に機能を維持すべき発電用原子炉施設及びその性能並びにその性

能を維持すべき期間に関する説明書」（以下「添付書類六」という。）における維

持管理対象設備に係る維持管理に関する内容についての記載を基に、性能維持施

設に係る必要な機能及び性能並びに維持期間に関する考え方が示されている。 

具体的には、放射性物質を内包する系統及び機器を収納する建物・構築物等、

核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設、放射性物質の廃棄施設等に係る必要な機能

及び性能並びに維持期間についての基本的考え方が示されており、廃止措置の進

捗に応じて維持管理していくとしていること。また、性能維持施設は、必要な期

間中、必要な機能及び性能が維持できるよう、原子炉施設保安規定に施設管理計

画を定め、これに基づき施設管理を実施するとしていること 

② 性能維持施設については、性能維持施設を維持するための基本的考え方に基

づき選定され、具体的な性能維持施設が施設区分ごとに示されていること   

 

（２）第７号（性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能並びにその性能を

維持すべき期間） 

第７号については、審査基準において、性能維持施設の位置、構造及び設備並び

にその性能並びにその性能を維持すべき期間が示されていることを要求している。
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また、性能維持施設の性能は、性能維持施設が維持すべき機能ごとに、その性能を

満たすために必要な仕様等が示されていることを要求している。 

 

規制庁は、以下の事項を確認したことから、審査基準に適合するものと判断した。 

① 性能維持施設の位置、構造及び設備については、既認可申請書の添付書類六の

記載内容を引き継いで、設備ごとに設備（建物）名称、維持台数及び必要な機能

が示されている。また、その具体的な位置及び構造については、原子炉設置許可

等を受けて設計、製作されたものを引き続き使用するため、「位置、構造及び設

備」欄に「既許認可どおり」と記載することで示していること 

② 性能維持施設の性能については、実用発電用原子炉及びその附属施設の技術基

準に関する規則等を参考に、廃止措置段階で求められる機能を維持するために必

要となる状態を記載することで示していること、性能維持施設が維持すべき機能

ごとにその性能を満たすために必要な仕様等については、原子炉設置許可等を受

けて設計、製作されたものを引き続き使用するため、「位置、構造及び設備」欄

に「既許認可どおり」と記載することで示していること 

③ 性能維持施設を維持すべき期間については、既認可申請書の添付書類六に記載

されている維持期間と同じ期間であること 

④ なお、原子炉設置許可等に記載のない非常用照明は、設備の位置、構造及び仕

様等を記載しており、また、エリアモニタの維持台数は、既認可申請書における

１２個から１１個に変更しているが、減らしたエリアモニタは１、２号炉共用設

備として２号炉側で管理するとしたためであること 

 

（３）第１２号（廃止措置に係る品質マネジメントシステム） 

第１２号については、審査基準において、原子炉設置許可等に記載された方針に

従い構築された品質マネジメントシステムに基づく廃止措置に関する一連のプロ

セスが示され、それに従い実施することが定められていることを要求している。 

 

規制庁は、以下の事項を確認したことから、審査基準に適合するものと判断した。 

① 令和２年４月１日付け電安炉技第１号をもって届出のあった法第４３条の３

の５第２項第１１号に掲げる事項（発電用原子炉施設の保安のための業務に係る

品質管理に必要な体制の整備に関する事項）に基づき、廃止措置に係る品質マネ

ジメントシステムを確立し、原子炉施設保安規定に品質マネジメントシステム計

画を定め、その計画に基づき廃止措置に関する保安活動の計画、実施、評価及び

改善の一連のプロセスを原子炉施設保安規定及び原子力品質保証規程並びにそ

れらに基づく下部規定類により明確にし、廃止措置期間中における発電所の安全

の達成、維持及び向上を図る方針であること 

 

（４）その他 
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  規制庁は、実用炉規則の改正等を踏まえ、用語の変更等が行われていることを確

認した。 

 

３－２．申請書に添付する書類の記載事項に対する審査の内容 

以下では、実用炉規則第１１６条第２項各号について審査基準への適合性を説明

する。 

（１）第６号関係（性能維持施設及びその性能並びにその性能を維持すべき期間に関

する説明書） 

第６号については、審査基準において、性能維持施設の各設備等の維持管理、そ

の他の安全対策について、性能を維持すべき期間にわたって、建屋（家）・構築物

等の維持管理、核燃料物質の取扱施設及び貯蔵施設の維持管理、放射性廃棄物の廃

棄施設の維持管理、放射線管理施設の維持管理、解体中に必要なその他の施設の維

持管理、検査・校正、その他の安全対策についての必要な措置を講ずることが示さ

れていることを要求している。 

 

規制庁は、性能維持施設の各設備等の維持管理、その他の安全対策等、性能を維

持すべき期間にわたって行う措置について、審査基準に基づき申請書本文第６号

（性能維持施設）及び第７号（性能維持施設の位置、構造及び設備並びにその性能

並びにその性能を維持すべき期間）の記載を踏まえ、具体的な性能維持施設の性能

及びその性能を維持すべき期間が示されていること、その他の安全対策として、管

理区域を適切に区分し、保安のための措置を応じること、放射線モニタリングを適

確に行うこと等、必要な措置を講ずることが示されていることを確認したことか

ら、審査基準に適合するものと判断した。 

 

（２）第９号関係（廃止措置に係る品質マネジメントに関する説明書） 

  第９号については、審査基準において、以下の事項を要求している。 

① 原子炉施設保安規定において、事業者の代表者をトップマネジメントとする品

質マネジメントシステムを定めること 

② 廃止措置に関する保安活動の計画、実施、評価及び改善の一連のプロセスを明

確にし、これらを効果的に運用することにより、原子力安全の達成・維持・向上

を図ることが明示されていること 

③ 品質マネジメントシステムのもとで機能を維持すべき設備及びその他の設備

の保守等の廃止措置に係る業務が行われることが明示されていること 

 

規制庁は、以下の事項を確認したことから、審査基準に適合するものと判断した。 

① 原子炉施設保安規定に社長をトップとする品質マネジメントシステム計画を

定める方針であること 

② 品質マネジメントシステム計画に基づき、廃止措置に関する保安活動の計画、
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実施、評価及び改善の一連のプロセスを明確にし、効果的に運用することにより、

原子力安全の達成・維持・向上を図るとしていること 

③ 廃止措置に係る工事、性能維持施設の施設管理等、１号炉の廃止措置に係る業

務は、品質マネジメントシステム計画のもとで実施するとしていること 

 

（３）その他 

    規制庁は、実用炉規則の改正等を踏まえ、用語の変更等が行われていることを確

認した。 

 

４．審査の結果 

申請者が提出した申請書を審査した結果、当該申請は、法第４３条の３の３４第

３項において準用する法第１２条の６第４項の規定に基づく実用炉規則第１１９条

各号に規定する廃止措置計画の認可の基準に適合しているものと認められる。 

 


